　　　まちづくり推進委員会の組織及び運営に関する要綱
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　付則

　　　第１章　通則

　（趣旨）

第１条　この要綱は、足立区ユニバーサルデザインのまちづくり条例（平成２４年足立区条例第４３号。以下「条例」という。）第２６条第１項に定めるまちづくり推進委員（以下「推進委員」という。）及びまちづくりカウンセラー（以下「カウンセラー」という。）に関する事項、同条第２項の規定によるまちづくり推進委員会（以下「推進委員会」という。）の組織及び運営に関する事項並びに足立区ユニバーサルデザインのまちづくり条例施行規則（平成１７年足立区規則第６６号。以下「規則」という。）第１８条の規定による推進委員及びカウンセラーの委嘱に関する手続に関して必要な事項を定めるものとする。

　（用語の意義）

第２条　この要綱における用語の意義は、条例に定めるもののほか、次の各号に定めるところによる。

　（１）　まちづくり団体　区内で条例第３条に規定する基本理念に沿った活動を行う団体をいう。

　（２）　委員等　推進委員及びカウンセラーをいう。

　（３）　派遣　まちづくりに関する助言のために、まちづくり団体への推進委員及びカウンセラーの派遣をいう。

　（４）　共同化　権利者の異なる複数の土地に、当該権利者である複数の建築主が共同して一棟の建築物を建築することをいう。

　　　第２章　まちづくり推進委員

　（まちづくり推進委員の資格）

第３条　推進委員の資格は、まちづくりに関心のある区民のうち、区内に１０年以上居住し、委嘱しようとする年度の４月１日において年齢満１８歳以上８０歳未満の者で、次の各号の団体等に加入し、それぞれの団体の長から推薦された者とする。

　（１）　足立区内の町会・自治会連合会及び足立区内の町会・自治会

　（２）　足立区商店街振興組合連合会

　（３）　地域のまちづくりに取り組んでいる団体

　（４）　その他区長が必要と認める団体

２　前項に該当する者のほか、過去に推進委員であった者のうち、推進委員会で顕著な功績を残した者又は在任中の推進委員から推薦があった者で、第１２条の規定により設置する委員等選任委員会（以下「選任委員会」という。）が認めた者を推進委員として委嘱することができる。

　（推進委員の人数）

第４条　推進委員は、前条の資格のあるもののうち、次の各号に定める人数とし、各号の人数の合計４１名以内とする。

　（１）　足立区内の町会・自治会連合会及び足立区内の町会・自治会加入者 ２５名以内

（原則として、区内２５地区の町会・自治会連合会より１名ずつ選出とする。）

　（２）　足立区商店街振興組合連合会加入者　若干名

　（３）　地域のまちづくりに取り組んでいる団体加入者　１０名以内

　（４）　その他区長が必要と認める団体加入者　若干名　　　　　　　　　　　　　　

　（５）　前条第２項による者　若干名　

　（推進委員の活動）

第５条　推進委員の活動は、条例によるもののほか次の各号に定めるところによる。

　（１）　推進委員会に積極的に出席し、まちづくりに関する意見、提案、地域の情報提供等を行うこと。

　（２）　区が実施する地域のまちづくり説明会、懇談会等の参加に努めること。

　（３）　地域住民へのまちづくり相談、まちづくり情報の提供及びまちづくり団体設立への支援に関すること。

　（４）　派遣先におけるまちづくり団体の運営に協力すること。

２　推進委員は、前項による活動においては営利を目的とした活動をしてはならない。

　　　第３章　まちづくりカウンセラー

　（まちづくりカウンセラーの資格）

第６条　カウンセラーの資格は、まちづくりに豊富な知識と経験を有する者のうち、次の各号のいずれかに該当するものとする。

　（１）　区内に３年以上居住し、次のアからエまでのいずれかに該当する者で、公募により選任されたもの（委嘱しようとする年度の４月１日において年齢が満８０歳未満の者に限る。）
　　　ア　行政の都市計画に関する業務に携わるもの
　　　イ　技術士
　　　ウ　一級建築士
　　　エ　中小企業診断士等の資格を有するもの
　（２）　区内に３年以上居住し、委嘱しようとする年度の４月１日において年齢満８０歳未満の者で、東京都建築士事務所協会足立支部、東京土地家屋調査士会足立支部、東京都宅地建物取引業協会足立区支部、全日本不動産協会東京都本部城東第一支部、足立区の保存樹・樹林を守る会等の推薦があったもの

　（３）　まちづくりに関する研究者（大学の研究職又は同等の実績・知識を有する者）

　（４）　行政の都市計画に関する業務に携わる者のうち、在任中のカウンセラーから推薦があり、かつ、選任委員会が認めたもの

　（カウンセラーの人数）

第７条　カウンセラーの人数は、全体で３０名以内とし、かつ、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数以内とする。

　（１）　前条第１号による者　７名以内

　（２）　前条第２号による者　１３名以内

　（３）　前条第３号及び第４号による者　合計１０名以内

　（カウンセラーの活動）

第８条　カウンセラーの活動は、条例によるもののほか次の各号に定めるところによる。

　（１）　推進委員会に積極的に出席し、まちづくりに関する専門的な意見、提案、地域の情報提供等を行うこと。

　（２）　区が実施する地域のまちづくり説明会、懇談会等に参加し、専門的情報の収集に努めること。

　（３）　派遣先における推進委員の補助及びまちづくり団体への専門的指導、助言を行うこと。

２　カウンセラーは、前項による活動においては営利を目的とした活動をしてはならない。

　　　第４章　委員等の委嘱手続

　（委員等の任期）

第９条　委員等の任期は、３年とする。ただし、再任されることができる。

　（公募カウンセラーの提出書類）

第１０条　第６条第１号によるカウンセラーに応募しようとする者は、まちづくりカウンセラー応募申込書（別記第１号様式）及び申請時に必要とする添付書類（履歴書、論文等）を区長に提出する。

　（選任方法）

第１１条　区長は、委員等について、次条の規定により設置する選任委員会で審査し、適当と認められる者に委嘱する。

　（選任委員会）

第１２条　委嘱する委員等の適否について審査するため、選任委員会を設置する。

２　選任委員会は、次の各号により構成する。

　（１）　会長は、都市建設部長とする。

　（２）　会長に事故ある時は、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代行する。

　（３）　選任委員は、都市建設部長、道路公園整備室長、建築室長、都市建設課長及びまちづくり課長をもって充てる。
　（４）　区長は、必要に応じて区職員のうちから臨時委員に充てることができる。

　（５）　選任委員会は、会長が招集する。

　（６）　選任委員会の庶務は、都市建設部まちづくり課において処理する。

　（登録証の交付）

第１３条　区長は、第１１条により委嘱された委員等をまちづくり推進委員等登録簿に記載し、当該委員等に対し、足立区まちづくり推進委員証（別記第２号様式）、足立区まちづくりカウンセラー証（別記第２号の２様式）を交付する。

　（個人調書の提出）

第１４条　区長は、第１１条により登録された委員等に足立区まちづくり推進委員・カウンセラー個人調書（別記第３号様式）の提出を求めることができる。

　（委嘱の取消し）

第１５条　区長は、委員等として委嘱した者で、選任委員会が業務の遂行に支障があると認めた場合は、当該委員の委嘱を取り消すことができる。

　（欠員の補充）

第１６条　区長は、委員等に事故あるときは、必要に応じて補欠委員を選任し、及び委嘱する。ただし、当該委員の任期は前任者の残任期間とする。

　　　第５章　推進委員会

　（推進委員会の組織）

第１７条　推進委員会に委員長１名、副委員長１名を置く。

２　委員長及び副委員長の任期は原則１年とする。ただし、後任者が選任されるまで在任する。

３　委員長は、推進委員のうち、第２０条第１項に規定する調整委員会で推薦され、推進委員会の承認を得た者とし、推進委員会の議事進行を行う。

４　副委員長は、カウンセラーのうち、第２０条第１項に規定する調整委員会で推薦され、推進委員会の承認を得た者とし、委員長の補佐を行う。

　（推進委員会の役割）

第１８条　推進委員会の所掌する役割は、次の各号に定めるところによる。

　（１）　区内のまちづくりの推進・啓発・研究に関すること。

　（２）　地域のまちづくり活動の情報交換に関すること。

　（３）　まちづくりに関する区の施策について、区長に対し意見、提案を行うこと。

　（４）　前３号に掲げるもののほか、区民が必要とするまちづくりの調査・研究に関すること。

　（会議の開催）

第１９条　推進委員会の会議は、委員長が招集する。ただし、委員長に事故あるときは、副委員長がこれを行う。

２　委員長は､必要に応じて区職員及びまちづくり関係者を会議に出席させることができる。

３　区長は、推進委員会に出席した委員等に対し、謝礼として３，０００円を支払うものとする。

　（調整委員会）

第２０条　推進委員会の議事の円滑な運営を図るため、推進委員会に調整委員会を置く。

２　調整委員会は、推進委員会から承認を受けた次の各号に掲げる委員をもって組織する。ただし、各年度第１回調整委員会は、前年度委員（委員の任期満了に伴う改選後に開催する最初の調整委員会にあっては前年度調整委員会委員のうち再任される委員）をもって組織する。

　（１）　推進委員会委員長　　　　　　　　　　

　（２）　推進委員会副委員長　　　　　　　　　　　　　　

　（３）　次条第１項各号に掲げる特別部会の部会長

　（４）　公募による者、建築士事務所協会推薦の者、土地家屋調査士会推薦の者、研究者等に該当するカウンセラー。ただし、推進委員会副委員長及びカウンセラー連絡会会長を選出した団体推薦者は除く。

３　調整委員会の委員の任期は原則１年とする。ただし、後任者が選任されるまで在任する。

４　調整委員会の議事は、推進委員会委員長が行う。

５　調整委員会の所掌する事務は、次の各号に定めるところによる。

　（１）　推進委員会の円滑な議事進行に関すること。

　（２）　推進委員会への議題の検討及び提案に関すること。

　（３）　推進委員会の運営に関わる緊急な案件の決定に関すること。

　（４）　前３号に掲げるもののほか、委員長が必要と認める事務に関すること。

６　調整委員会に出席した委員等に対する謝礼の支払については、前条第３項の規定を準用する。ただし、推進委員会が同日に開催される場合は支払わないものとする。

　（特別部会）

第２１条　まちづくり推進委員会は、必要に応じて次の各号による特別部会を設置することができる。

　（１）　地域に密着した活動を進めるための地区部会

　（２）　まちづくり推進委員会の活動を普及させる提案をするための情報・宣伝部会

　（３）　各テーマに沿った調査・研究するための研究部会

　（４）　あだちまちづくりフォーラムを運営するための実行委員会

　（５）　まちづくり推進委員会で提起された課題に取り組むためにカウンセラーをもって組織するまちづくりカウンセラー連絡会

　（６）　前各号に掲げるもののほか、委員長が必要と認める部会

２　一の特別部会に出席した委員等に対する謝礼の支払については、都市建設部まちづくり課の職員が特別部会に出席した場合に限り、第１９条第３項の規定を準用する。ただし、推進委員会、調整委員会又は他の特別部会が同日に開催される場合は支払わないものとする。

　（庶務）

第２２条　推進委員会、調整委員会及び特別部会の庶務は、都市建設部まちづくり課において処理する。

　　　第６章　まちづくり団体への委員等の派遣

　（まちづくり団体への派遣）

第２３条　区長は、生活環境の改善、都市機能の更新、土地の合理的な活用、安全かつ快適な環境を確保する目的のため、自主的なまちづくりをしようとする区民又は権利者の団体から、委員等の助言・指導を要請されたときに適切と認められる場合は、委員等を当該団体へ派遣することができる。

２　区長は、まちづくりを進める上で特に必要と認める地区については、前項の規定に関わらず、委員等をまちづくり団体へ派遣することができる。

３　区長は、委員等の派遣に際して必要と認める場合には、区職員を同行させることができる。

４　委員等の派遣は、次の各号による。

　（１）　申請団体１件につき５回までを原則とする、ただし、５人以上の地権者が共同化を推進する場合は１０回までとする。

　（２）　前号にかかわらず、区長が特に必要と認める場合はこの限りでない。
５　区長は、委員等の派遣費用を負担し、その経費は、次の表に定める基準により派遣した委員等に直接支払うものとする。
	推進委員
	５，５００円
	１時間を超える場合は、超えた時間が１時間までごとに、推進委員においては、5,500円を、カウンセラーにおいては7,500円を加える。ただし、参加時間は１回あたり４時間を限度とする。

	カウンセラー
	７，５００円
	


　（まちづくり団体からの申請方法）

第２４条　前条第１項の規定に基づき、委員等の派遣を受けようとするまちづくり団体は、まちづくり推進委員等派遣申請書（別記第４号様式）を区長に提出しなければならない。

２　前条第２項に基づく派遣の場合は、前項の申請手続を要しないものとする。

　（審査・承認・報告）

第２５条　区長は、第２３条第１項による派遣申請があった場合は、その内容を審査し承認又は不承認を決定し、まちづくり推進委員等派遣承認（不承認）通知書（別記第５号様式）により、当該申請団体に通知するものとする。

２　派遣を申請する団体等は、まちづくりの内容により、派遣を受けたい委員等を指名することができる。

　（派遣委員等の選出）

第２６条　区長は、第２３条第１項及び第２項の規定により委員等を派遣しようとする場合は、次条の規定により設置する派遣委員等選出委員会（以下「選出委員会」という。）に派遣する委員等（以下「派遣委員等」という。）の選出を要請する。

２　選出委員会は、前項の要請があった場合には、速やかに会議を開催し、委員等の中から適当と認められる派遣委員等を選出する。

３　前項の規定に関わらず、緊急に派遣委員等を選出する必要があると認められる場合は、前項に関らず選出委員会は、委員の稟議によることができる。

　（選出委員会）

第２７条　第２３条第１項及び第２項の規定により派遣する委員等を選出するため、選出委員会を設置する。
２　選出委員会は、次の各号により構成するものとする。

　（１）　選出委員会の委員は、都市建設部長、都市建設課長及びまちづくり課長をもって充てる。

　（２）　選出委員会の会長は、都市建設部長とする。

　（３）　選出委員会は、会長が招集し、選出委員の過半数の出席をもって成立するものとする。

　（４）　会長は、必要に応じて選出委員会に区職員を出席させることができる。

　（５）　会長に事故あるときは、あらかじめ会長が指名する選出委員がその職務を代行する。

　（派遣依頼等）

第２８条　区長は、第２６条により選出した委員等に、まちづくり推進委員等派遣依頼書（別記第６号様式）により派遣を依頼するものとする。

２　前項の依頼書を受理した委員等は、派遣依頼を受けられない相当の理由がある場合を除き、まちづくり推進委員等派遣承諾書（別記第７号様式）を区長に提出するものとする。

　（活動報告書等の提出）

第２９条　派遣を受けた団体等は、活動後速やかにまちづくり推進委員等派遣報告書（別記第８号様式）を、区長に提出するものとする。

２　派遣委員等は、活動終了後速やかにまちづくり推進委員等活動報告書（別記第９号様式）を区長に提出しなければならない。

３　前２項のまちづくり推進委員等派遣報告書及びまちづくり推進委員等活動報告書は、各回の派遣ごとに提出しなければならない。

　（派遣費用）

第３０条　派遣委員等の費用は、前条第２項のまちづくり推進委員等活動報告書を基に算定し、第２３条第５項に定めるところにより支払うこととする。

　　　第７章　雑則

　（資料及び情報の提供）

第３１条　区長は、委員等にまちづくりに関する資料・情報等を提供するよう努めなければならない。

　（委任）

第３２条　この要綱に定めのない事項については、区長が別に定める。

　　　付　則（２２足都ま発第１５３５号　平成２３年３月１０日　区長決定）

　（施行期日）

第１条　この要綱は、平成２３年３月２０日から施行する。

　（足立区まちづくり推進委員及びカウンセラー制度要綱の廃止）

第２条　足立区まちづくり推進委員及びカウンセラー制度要綱（平成１７年９月１日施行）は、廃止する。

　（まちづくり推進委員等選任、委任及び派遣に関する細則の廃止）

第３条　まちづくり推進委員等選任、委任及び派遣に関する細則（平成１７年９月１日施行）は、廃止する。

　　　付　則（２４足都ま発第４８９号　平成２４年６月２６日　区長決定）

　（施行期日）

　この要綱は、平成２４年７月１日から施行する。

　　　付　則（２６足都ま発第７４３号　平成２６年７月２５日　区長決定）

　（施行期日）

　この要綱は、平成２６年８月１日から施行する。

　　　付　則（２７足都ま発第２０９４号　平成２８年３月２８日　区長決定）

　（施行期日）

　この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

　　　付　則（３１足都ま発第２３７号　平成３１年４月２５日　都市建設部長決定）

　（施行期日）

　この要綱は、令和元年５月１日から施行する。

　　　付　則（３１足都ま発第９４２号　令和元年７月２５日　都市建設部長決定）

　（施行期日）

　この要綱は、令和元年８月１日から施行する。

　　　付　則（２足都ま発第１８５１号　令和２年１１月１３日　都市建設部長決定）

　この要綱は、令和２年１１月２０日から施行する。

　　　付　則（３足都ま発第２９３９号　令和４年３月３１日　都市建設部長決定）

　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
付　則（６足都ま発第４３４号　令和６年５月１７日　都市建設部長決定）

　この要綱は、決定の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。
